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指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成25年神奈川

県条例第20号）新旧対照表 

改     正 現     行 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 

（訪問介護員等の員数） （訪問介護員等の員数） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業

所ごとに、常勤の訪問介護員等のうち、利用

者（当該指定訪問介護事業者が法第115条の45

第１項第１号イに規定する第一号訪問事業

（地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関係法律の整備等に関する

法律（平成26年法律第83号）第５条の規定（同

法附則第１条第３号に掲げる改正規定に限

る。）による改正前の法（以下「旧法」とい

う。）第８条の２第２項に規定する介護予防

訪問介護に相当するものとして市町村が定め

るものに限る。）に係る法第115条の45の３第

１項に規定する指定事業者（以下「指定事業

者」という。）の指定を併せて受け、かつ、

指定訪問介護の事業と当該第一号訪問事業  

                    

                    

      とが同一の事業所において一体

的に運営されている場合にあっては、当該事

業所における指定訪問介護又は当該第一号訪

問事業 の利用者。以下この条において同

じ。）の数が40又はその端数を増すごとに１

人以上の者をサービス提供責任者としなけれ

ばならない。この場合において、当該サービ

ス提供責任者の員数については、利用者の数

に応じて常勤換算方法によることができる。

２ 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業

所ごとに、常勤の訪問介護員等のうち、利用

者（当該指定訪問介護事業者が指定介護予防

訪問介護事業者（指定介護予防サービス等の

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労

働省令第35号。以下「指定介護予防サービス

等基準」という。）第５条第１項に規定する

指定介護予防訪問介護事業者をいう。以下同

じ。）                  

                    

                    

       の指定を併せて受け、かつ、

指定訪問介護の事業と指定介護予防訪問介護

（指定介護予防サービス等基準第４条に規定

する指定介護予防訪問介護をいう。以下同

じ。）の事業とが同一の事業所において一体

的に運営されている場合にあっては、当該事

業所における指定訪問介護及び指定介護予防

訪問介護の利用者。以下この条において同

じ。）の数が40又はその端数を増すごとに１

人以上の者をサービス提供責任者としなけれ

ばならない。この場合において、当該サービ

ス提供責任者の員数については、利用者の数

に応じて常勤換算方法によることができる。

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第２項の規定にかかわらず、常勤のサービ

ス提供責任者を３人以上配置し、かつ、サー

ビス提供責任者の業務に主として従事する者

を１人以上配置している指定訪問介護事業所

において、サービス提供責任者が行う業務が

効率的に行われている場合には、当該指定訪

問介護事業所に置くべきサービス提供責任者

の員数は、利用者の数が50又はその端数を増

すごとに１人以上とすることができる。 

（新設） 

６ 指定訪問介護事業者が第２項に規定する第

一号訪問事業に係る指定事業者の指定を併せ

て受け、かつ、指定訪問介護の事業と当該第

一号訪問事業    とが同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合には、市町

村の定める当該第一号訪問事業の     

                     

                     

５ 指定訪問介護事業者が指定介護予防訪問介

護事業者          の指定を併せ

て受け、かつ、指定訪問介護の事業と指定介

護予防訪問介護の事業とが同一の事業所にお

いて一体的に運営されている場合には、指定

介護予防サービス等の事業の人員、設備、運

営等に関する基準等を定める条例（平成25年

神奈川県条例第21号。以下「指定介護予防サ

【指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改正する

条例（平成27年神奈川県条例第36号）関係】 
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改     正 現     行 

                     

             人員に関する基準

を満たすことをもって、前各項に規定する基

準を満たしているものとみなすことができ

る。 

ービス等基準条例」という。）第６条第１項

から第４項までに規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、前各項に規定する基

準を満たしているものとみなすことができ

る。 

第７条 （略） 第７条 （略） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 指定訪問介護事業者が第６条第２項に規定

する第一号訪問事業に係る指定事業者の指定

を併せて受け、かつ、指定訪問介護の事業と

当該第一号訪問事業    とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合に

は、市町村の定める当該第一号訪問事業の 

         設備に関する基準を満たす

ことをもって、前項に規定する基準を満たし

ているものとみなすことができる。 

２ 指定訪問介護事業者が指定介護予防訪問介

護事業者             の指定

を併せて受け、かつ、指定訪問介護の事業と

指定介護予防訪問介護の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合に

は、指定介護予防サービス等基準条例第８条

第１項に規定する設備に関する基準を満たす

ことをもって、前項に規定する基準を満たし

ているものとみなすことができる。 

第９条～第13条 （略） 第９条～第13条 （略） 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第14条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護

の提供に当たっては、利用者に係る居宅介護

支援事業者が開催するサービス担当者会議

（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準（平成11年厚生省令第38号。以

下「指定居宅介護支援等基準」という。）第

13条第９号に規定するサービス担当者会議を

いう。以下同じ。）等を通じて、利用者の心

身の状況、置かれている環境、他の保健医療

サービス又は福祉サービスの利用状況等の把

握に努めなければならない。 

第14条 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護

の提供に当たっては、利用者に係る居宅介護

支援事業者が開催するサービス担当者会議

（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準（平成11年厚生省令第38号  

                   ）第

13条第９号に規定するサービス担当者会議を

いう。以下同じ。）等を通じて、利用者の心

身の状況、置かれている環境、他の保健医療

サービス又は福祉サービスの利用状況等の把

握に努めなければならない。 

第15条～第42条 （略） 第15条～第42条 （略） 

（訪問介護員等の員数） （訪問介護員等の員数） 

第43条 （略） 第43条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 基準該当訪問介護の事業と法第115条の45

第１項第１号イに規定する第一号訪問事業

（旧法第８条の２第２項に規定する介護予防

訪問介護及び基準該当介護予防サービス（法

第54条第１項第２号に規定する基準該当介護

予防サービスをいう。以下同じ。）に相当す

るものとして市町村が定めるものに限る。）

とが同一の事業者により同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合には、市町村

の定める当該第一号訪問事業の      

         人員に関する基準を満たす

ことをもって、前２項に規定する基準を満た

しているものとみなすことができる。 

３ 基準該当訪問介護の事業と基準該当介護予

防訪問介護（指定介護予防サービス等基準第

41条第１項に規定する基準該当介護予防訪問

介護をいう。以下同じ。）の事業      

                    

                    

                    

とが同一の事業者により同一の事業所におい

て一体的に運営されている場合には、指定介

護予防サービス等基準条例第43条第１項及び

第２項に規定する人員に関する基準を満たす

ことをもって、前２項に規定する基準を満た

しているものとみなすことができる。 

第44条 （略） 第44条 （略） 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第45条 （略） 第45条 （略） 
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改     正 現     行 

２ 基準該当訪問介護の事業と第43条第３項に

規定する第一号訪問事業とが同一の事業者に

より同一の事業所において一体的に運営され

ている場合には、市町村の定める当該第一号

訪問事業の         設備に関する

基準を満たすことをもって、前項に規定する

基準を満たしているものとみなすことができ

る。 

２ 基準該当訪問介護の事業と基準該当介護予

防訪問介護の事業   とが同一の事業者に

より同一の事業所において一体的に運営され

ている場合には、指定介護予防サービス等基

準条例第45条第１項に規定する設備に関する

基準を満たすことをもって、前項に規定する

基準を満たしているものとみなすことができ

る。 

第46条～第48条 （略） 第46条～第48条 （略） 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第49条 （略） 第49条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 指定訪問入浴介護事業者が指定介護予防訪

問入浴介護事業者（指定介護予防サービス等

の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護

予防サービス等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生

労働省令第35号。以下「指定介護予防サービ

ス等基準」という。）第47条第１項に規定す

る指定介護予防訪問入浴介護事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指

定訪問入浴介護の事業と指定介護予防訪問入

浴介護（指定介護予防サービス等基準第46条

に規定する指定介護予防訪問入浴介護をい

う。以下同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合には、指

定介護予防サービス等の事業の人員、設備、

運営等に関する基準等を定める条例（平成25

年神奈川県条例第21号。以下「指定介護予防

サービス等基準条例」という。）第49条第１

項及び第２項に規定する人員に関する基準を

満たすことに加え、介護職員を１人置くこと

をもって、前２項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

３ 指定訪問入浴介護事業者が指定介護予防訪

問入浴介護事業者（指定介護予防サービス等

基準第47条第１項            

                    

                    

                    

                に規定す

る指定介護予防訪問入浴介護事業者をいう。

以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指

定訪問入浴介護の事業と指定介護予防訪問入

浴介護（指定介護予防サービス等基準第46条

に規定する指定介護予防訪問入浴介護をい

う。以下同じ。）の事業とが同一の事業所に

おいて一体的に運営されている場合には、指

定介護予防サービス等基準条例      

                    

                    

               第49条第１

項及び第２項に規定する人員に関する基準を

満たすことに加え、介護職員を１人置くこと

をもって、前２項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

第50条～第63条 （略） 第50条～第63条 （略） 

第64条 指定居宅サービスに該当する訪問看護

（以下「指定訪問看護」という。）の事業は、

要介護状態となった場合においても、その利

用者が可能な限りその居宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう、その療養生活を支援し、心身

の機能の維持回復及び生活機能の維持又は向

上を図るものでなければならない。 

第64条 指定居宅サービスに該当する訪問看護

（以下「指定訪問看護」という。）の事業は、

要介護状態となった場合においても、その利

用者が可能な限りその居宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう、その療養生活を支援し、心身

の機能の維持回復            

 を図るものでなければならない。 

（看護師等の員数） （看護師等の員数） 

第65条 （略） 第65条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定訪問看護事業者が指定複合型サービス

事業者（指定地域密着型サービス基準第171

条第10項に規定する指定複合型サービス事業

５ 指定訪問看護事業者が指定複合型サービス

事業者（指定地域密着型サービス基準第171

条第１項に規定する指定複合型サービス事業
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改     正 現     行 

者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、指

定訪問看護の事業と指定看護小規模多機能型

居宅介護（指定地域密着型サービス基準第170

条に規定する指定看護小規模多機能型居宅介

護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事

業所において一体的に運営されている場合で

あって、当該事業所が所在する市町村が法第

78条の４第１項の規定に基づき定める条例に

規定する基準（指定看護小規模多機能型居宅

介護の事業を行う事業所に置くべき看護職員

に係る部分に限る。）を満たすとき（前項の

規定により第１項第１号ア及び第２号に規定

する基準を満たしているものとみなされてい

る場合を除く。）は、当該指定訪問看護事業

者は、第１項第１号ア及び第２号に規定する

基準を満たしているものとみなすことができ

る。 

者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、指

定訪問看護の事業と指定複合型サービス（指

定地域密着型サービス基準第170条に規定す

る指定複合型サービスをいう。）     

           の事業とが同一の事

業所において一体的に運営されている場合で

あって、当該事業所が所在する市町村が法第

78条の４第１項の規定に基づき定める条例に

規定する基準（指定複合型サービスの   

   事業を行う事業所に置くべき看護職員

に係る部分に限る。）を満たすとき（前項の

規定により第１項第１号ア及び第２号に規定

する基準を満たしているものとみなされてい

る場合を除く。）は、当該指定訪問看護事業

者は、第１項第１号ア及び第２号に規定する

基準を満たしているものとみなすことができ

る。 

第66条～第79条 （略） 第66条～第79条 （略） 

第80条 指定居宅サービスに該当する訪問リハ

ビリテーション（以下「指定訪問リハビリテ

ーション」という。）の事業は、要介護状態

となった場合においても、その利用者が可能

な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよ

う生活機能の維持又は向上を目指し、利用者

の居宅において、理学療法、作業療法その他

必要なリハビリテーションを行うことによ

り、利用者の心身の機能の維持回復を図るも

のでなければならない。 

第80条 指定居宅サービスに該当する訪問リハ

ビリテーション（以下「指定訪問リハビリテ

ーション」という。）の事業は、要介護状態

となった場合においても、その利用者が可能

な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよ

う               、利用者

の居宅において、理学療法、作業療法その他

必要なリハビリテーションを行うことによ

り、利用者の心身の機能の維持回復を図るも

のでなければならない。 

第81条～第84条 （略） 第81条～第84条 （略） 

（指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方

針） 

（指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方

針） 

第85条 （略） 第85条 （略） 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

（5) 指定訪問リハビリテーション事業者は、

リハビリテーション会議（次条第１項に規

定する訪問リハビリテーション計画又は第

141条第１項に規定する通所リハビリテー

ション計画の作成のために、利用者及びそ

の家族の参加を基本としつつ、医師、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支

援専門員、居宅サービス計画の原案に位置

付けられた指定居宅サービス等（法第８条

第23項に規定する指定居宅サービス等をい

う。）の担当者その他の関係者（以下「構

成員」という。）により構成される会議を

いう。以下同じ。）の開催により、リハビ

リテーションに関する専門的な見地から利

用者の病状、心身の状況、希望及び置かれ

(新設) 
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改     正 現     行 

ている環境に関する情報を構成員と共有す

るよう努め、利用者に対し、適切なサービ

スを提供すること。 

 

（訪問リハビリテーション計画の作成） （訪問リハビリテーション計画の作成） 

第86条 （略） 第86条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定訪問リハビリテーション事業者が指定

通所リハビリテーション事業者（第137条第１

項に規定する指定通所リハビリテーション事

業者をいう。）の指定を併せて受け、かつ、

リハビリテーション会議等を通じて、利用者

の病状、心身の状況、希望及び置かれている

環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リ

ハビリテーション及び通所リハビリテーショ

ンの目標並びに当該目標を達成するための具

体的なサービスの内容について整合性のとれ

た訪問リハビリテーション計画を作成した場

合には、第141条第１項から第４項までに規定

する運営に関する基準を満たすことをもっ

て、前各項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

（新設） 

第87条～第98条 （略） 第87条～第98条 （略） 

第99条 指定居宅サービスに該当する通所介護

（以下「指定通所介護」という。）の事業は、

要介護状態となった場合においても、その利

用者が可能な限りその居宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう生活機能の維持又は向上を目指

し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を

行うことにより、利用者の社会的孤立感の解

消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族

の身体的及び精神的な負担の軽減を図るもの

でなければならない。 

第99条 指定居宅サービスに該当する通所介護

（以下「指定通所介護」という。）の事業は、

要介護状態となった場合においても、その利

用者が可能な限りその居宅において、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう              

  、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を

行うことにより、利用者の社会的孤立感の解

消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族

の身体的及び精神的な負担の軽減を図るもの

でなければならない。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第100条 （略） 第100条 （略） 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 介護職員 指定通所介護の単位ごとに、

当該指定通所介護を提供している時間帯に

介護職員（専ら当該指定通所介護の提供に

当たる者に限る。）が勤務している時間数

の合計数を当該指定通所介護を提供してい

る時間数（次項において「提供単位時間数」

という。）で除して得た数が利用者（当該

指定通所介護事業者が法第115条の45第１

項第１号ロに規定する第一号通所事業（旧

法第８条の２第７項に規定する介護予防通

所介護に相当するものとして市町村が定め

るものに限る。）に係る指定事業者の指定

(3) 介護職員 指定通所介護の単位ごとに、

当該指定通所介護を提供している時間帯に

介護職員（専ら当該指定通所介護の提供に

当たる者に限る。）が勤務している時間数

の合計数を当該指定通所介護を提供してい

る時間数（次項において「提供単位時間数」

という。）で除して得た数が利用者（当該

指定通所介護事業者が指定介護予防通所介

護事業者（指定介護予防サービス等基準第

97条第１項に規定する指定介護予防通所介

護事業者をいう。以下同じ。）       

                 の指定
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を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業

と当該第一号通所事業         

                   

                  と

が同一の事業所において一体的に運営され

ている場合にあっては、当該事業所におけ

る指定通所介護又は当該第一号通所事業の

 利用者。以下この節及び次節において同

じ。）の数が15人以下の場合にあっては１

以上、15人を超える場合にあっては15人を

超える部分の数を５で除して得た数に１を

加えた数以上確保されるために必要と認め

られる数 

を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業

と指定介護予防通所介護（指定介護予防サ

ービス等基準第96条に規定する指定介護予

防通所介護をいう。以下同じ。）の事業と

が同一の事業所において一体的に運営され

ている場合にあっては、当該事業所におけ

る指定通所介護又は指定介護予防通所介護

の利用者。以下この節及び次節において同

じ。）の数が15人以下の場合にあっては１

以上、15人を超える場合にあっては15人を

超える部分の数を５で除して得た数に１を

加えた数以上確保されるために必要と認め

られる数 

(4) （略） (4) （略） 

２～８ （略） ２～８ （略） 

９ 指定通所介護事業者が第１項第３号に規定

する第一号通所事業に係る指定事業者の指定

を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業と

当該第一号通所事業    とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合に

は、市町村の定める当該第一号通所事業の 

               人員に関す

る基準を満たすことをもって、前各項に規定

する基準を満たしているものとみなすことが

できる。 

９ 指定通所介護事業者が指定介護予防通所介

護事業者             の指定

を併せて受け、かつ、指定通所介護の事業と

指定介護予防通所介護の事業とが同一の事業

所において一体的に運営されている場合に

は、指定介護予防サービス等基準条例第98条

第１項から第８項までに規定する人員に関す

る基準を満たすことをもって、前各項に規定

する基準を満たしているものとみなすことが

できる。 

第101条 （略） 第101条 （略） 

第102条 （略） 第102条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定通所介護事業者は、前項ただし書の場

合において、夜間及び深夜に指定通所介護以

外のサービスを提供するときは、当該サービ

スの提供の開始前に当該サービスの内容を知

事に届け出なければならない。 

（新設） 

５ 指定通所介護事業者が第100条第１項第３

号に規定する第一号通所事業に係る指定事業

者の指定を併せて受け、かつ、指定通所介護

の事業と当該第一号通所事業    とが同

一の事業所において一体的に運営されている

場合には、市町村の定める当該第一号通所事

業の                 設

備に関する基準を満たすことをもって、第１

項から第３項までに規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

４ 指定通所介護事業者が指定介護予防通所介

護事業者                

 の指定を併せて受け、かつ、指定通所介護

の事業と指定介護予防通所介護の事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている

場合には、指定介護予防サービス等基準条例

第100条第１項から第３項までに規定する設

備に関する基準を満たすことをもって、前３

項       に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

第103条～第111条 （略） 第103条～第111条 （略） 

（事故発生時の対応） （新設） 

第111条の２ 指定通所介護事業者は、利用者に

対する指定通所介護の提供により事故が発生

した場合には、市町村、当該利用者の家族、

当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連
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絡するとともに、必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

２ 指定通所介護事業者は、前項の事故の状況

及び当該事故に際して採った処置について記

録しなければならない。 

 

３ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指

定通所介護の提供により賠償すべき事故が発

生した場合には、速やかに損害を賠償しなけ

ればならない。 

 

４ 指定通所介護事業者は、第102条第４項に規

定する指定通所介護以外のサービスの提供に

より事故が発生した場合には、第１項及び第

２項の規定に準じた必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

（記録の整備） （記録の整備） 

第112条 （略） 第112条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 前条第２項           に規

定する事故の状況及び当該事故に際して採

った処置についての記録 

(5) 次条において準用する第40条第２項に規

定する事故の状況及び当該事故に際して採

った処置についての記録 

（準用） （準用） 

第113条 第９条から第18条まで、第20条、第22

条、第27条、第28条、第34条から第39条まで、

第41条及び第56条の規定は、指定通所介護の

事業について準用する。この場合において、

第９条第１項中「第30条」とあるのは「第107

条」と、「訪問介護員等」とあるのは「通所

介護従業者」と、第34条中「訪問介護員等」

とあるのは「通所介護従業者」と読み替える

ものとする。 

第113条 第９条から第18条まで、第20条、第22

条、第27条、第28条、第34条から第41条まで

   及び第56条の規定は、指定通所介護の

事業について準用する。この場合において、

第９条第１項中「第30条」とあるのは「第107

条」と、「訪問介護員等」とあるのは「通所

介護従業者」と、第34条中「訪問介護員等」

とあるのは「通所介護従業者」と読み替える

ものとする。 

第114条 （略） 第114条 （略） 

（基本方針） （基本方針） 

第115条 指定療養通所介護の事業は、要介護状

態となった場合においても、その利用者が可

能な限りその居宅において、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう生活機能の維持又は向上を目指し、必要

な日常生活上の世話及び機能訓練を行うこと

により、利用者の社会的孤立感の解消及び心

身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的

及び精神的な負担の軽減を図るものでなけれ

ばならない。 

第115条 指定療養通所介護の事業は、要介護状

態となった場合においても、その利用者が可

能な限りその居宅において、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう               、必要

な日常生活上の世話及び機能訓練を行うこと

により、利用者の社会的孤立感の解消及び心

身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的

及び精神的な負担の軽減を図るものでなけれ

ばならない。 

２ （略） ２ （略） 

第116条～第118条 （略） 第116条～第118条 （略） 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第119条 （略） 

２・３ （略） 

４ 指定療養通所介護事業者は、前項ただし書

第119条 （略） 

２・３ （略） 

（新設） 
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の場合において、夜間及び深夜に指定療養通所

介護以外のサービスを提供するときは、当該

サービスの提供の開始前に当該サービスの内

容を知事に届け出なければならない。 

 

第120条～第129条 （略） 第120条～第129条 （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第130条 （略） 第130条 （略） 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対す

る指定療養通所介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から５年間保

存しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対す

る指定療養通所介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、その完結の日から５年間保

存しなければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 次条において準用する第111条の２第２

項に規定する事故の状況及び当該事故に際

して採った処置についての記録 

(6) 次条において準用する第40条第２項   

 に規定する事故の状況及び当該事故に際

して採った処置についての記録 

（準用） （準用） 

第131条 第10条から第13条まで、第16条から第

18条まで、第20条、第22条、第27条、第34条

から第39条まで、第41条、第103条（第３項第

２号を除く。）、第104条及び第108条から第

111条の２までの規定は、指定療養通所介護の

事業について準用する。この場合において、

これらの規定中「訪問介護員等」とあるのは

「療養通所介護従業者」と、第108条中「通所

介護従業者」とあるのは「療養通所介護従業

者」と、第111条の２第４項中「第102条第４

項」とあるのは「第119条第４項」と読み替え

るものとする。 

第131条 第10条から第13条まで、第16条から第

18条まで、第20条、第22条、第27条、第34条

から第41条まで    、第103条（第３項第

２号を除く。）、第104条及び第108条から第

111条  までの規定は、指定療養通所介護の

事業について準用する。この場合において、

これらの規定中「訪問介護員等」とあるのは

「療養通所介護従業者」と、第108条中「通所

介護従業者」を「療養通所介護従業者」   

                    

               と読み替え

るものとする。 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第132条 （略） 第132条 （略） 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 介護職員 基準該当通所介護の単位ごと

に、当該基準該当通所介護を提供している

時間帯に介護職員（専ら当該基準該当通所

介護の提供に当たる者に限る。）が勤務し

ている時間数の合計数を当該基準該当通所

介護を提供している時間数（次項において

「提供単位時間数」という。）で除して得

た数が利用者（当該基準該当通所介護事業

者が基準該当通所介護の事業と法第115条

の45第１項第１号ロに規定する第一号通所

事業（旧法第８条の２第７項に規定する介

護予防通所介護及び基準該当介護予防サー

ビスに相当するものとして市町村が定める

ものに限る。）を同一の事業所において一

体的に運営している場合にあっては、当該

事業所における基準該当通所介護又は当該

第一号通所事業の   利用者。以下この

条において同じ。）の数が15人以下の場合

(3) 介護職員 基準該当通所介護の単位ごと

に、当該基準該当通所介護を提供している

時間帯に介護職員（専ら当該基準該当通所

介護の提供に当たる者に限る。）が勤務し

ている時間数の合計数を当該基準該当通所

介護を提供している時間数（次項において

「提供単位時間数」という。）で除して得

た数が利用者（当該基準該当通所介護事業

者が基準該当通所介護の事業と基準該当介

護予防通所介護（指定介護予防サービス等

基準第112条第１項に規定する基準該当介

護予防通所介護をいう。以下同じ。）の事

業                  

       を同一の事業所において一

体的に運営している場合にあっては、当該

事業所における基準該当通所介護又は基準

該当介護予防通所介護の利用者。以下この

条において同じ。）の数が15人以下の場合
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にあっては１以上、15人を超える場合にあ

っては15人を超える部分の数を５で除して

得た数に１を加えた数以上確保されるため

に必要と認められる数 

にあっては１以上、15人を超える場合にあ

っては15人を超える部分の数を５で除して

得た数に１を加えた数以上確保されるため

に必要と認められる数 

(4) （略） (4) （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 基準該当通所介護の事業と第１項第３号に

規定する第一号通所事業とが同一の事業者に

より同一の事業所において一体的に運営され

ている場合には、市町村の定める当該第一号

通所事業の               

  人員に関する基準を満たすことをもっ

て、前各項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

７ 基準該当通所介護の事業と基準該当介護予

防通所介護の事業   とが同一の事業者に

より同一の事業所において一体的に運営され

ている場合には、指定介護予防サービス等基

準条例第113条第１項から第６項までに規定

する人員に関する基準を満たすことをもっ

て、前各項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

第133条 （略） 第133条 （略） 

（設備及び備品等） （設備及び備品等） 

第134条 （略） 第134条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 基準該当通所介護の事業と第132条第１項

第３号に規定する第一号通所事業とが同一の

事業者により同一の事業所において一体的に

運営されている場合には、市町村の定める当

該第一号通所事業の           

      設備に関する基準を満たすこと

をもって、前３項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

４ 基準該当通所介護の事業と基準該当介護予

防通所介護の事業       とが同一の

事業者により同一の事業所において一体的に

運営されている場合には、指定介護予防サー

ビス等基準条例第115条第１項から第３項ま

でに規定する設備に関する基準を満たすこと

をもって、前３項に規定する基準を満たして

いるものとみなすことができる。 

（準用） （準用） 

第135条 第９条から第15条まで、第17条、第18

条、第20条、第22条、第27条、第28条、第34

条から第37条まで、第38条（第５項及び第６

項を除く。）、第39条、第41条   、第56

条、第99条及び第４節（第103条第１項及び第

113条を除く。）の規定は、基準該当通所介護

の事業について準用する。この場合において、

第９条第１項中「第30条」とあるのは「第107

条」と、「訪問介護員等」とあるのは「通所

介護従業者」と、第20条第１項中「内容、当

該指定訪問介護について法第41条第６項の規

定により利用者に代わって支払を受ける居宅

介護サービス費の額」とあるのは「内容」と、

第22条中「法定代理受領サービスに該当しな

い指定訪問介護」とあるのは「基準該当通所

介護」と、第34条中「訪問介護員等」とある

のは「通所介護従業者」と、第103条第２項中

「法定代理受領サービスに該当しない指定通

所介護」とあるのは「基準該当通所介護」と、

同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」

と、第111条の２第４項中「第102条第４項に

規定する指定通所介護以外のサービス」とあ

第135条 第９条から第15条まで、第17条、第18

条、第20条、第22条、第27条、第28条、第34

条から第37条まで、第38条（第５項及び第６

項を除く。）、第39条から第41条まで、第56

条、第99条及び第４節（第103条第１項及び第

113条を除く。）の規定は、基準該当通所介護

の事業について準用する。この場合において、

第９条第１項中「第30条」とあるのは「第107

条」と、「訪問介護員等」とあるのは「通所

介護従業者」と、第20条第１項中「内容、当

該指定訪問介護について法第41条第６項の規

定により利用者に代わって支払を受ける居宅

介護サービス費の額」とあるのは「内容」と、

第22条中「法定代理受領サービスに該当しな

い指定訪問介護」とあるのは「基準該当通所

介護」と、第34条中「訪問介護員等」とある

のは「通所介護従業者」と、第103条第２項中

「法定代理受領サービスに該当しない指定通

所介護」とあるのは「基準該当通所介護」と、

同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」

と                   
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るのは「基準該当通所介護以外のサービス（第

134条第３項ただし書の場合において、夜間及

び深夜に提供されるものに限る。）」と読み

替えるものとする。 

                    

                    

                  読み

替えるものとする。 

第136条 指定居宅サービスに該当する通所リ

ハビリテーション（以下「指定通所リハビリ

テーション」という。）の事業は、要介護状

態となった場合においても、その利用者が可

能な限りその居宅において、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう生活機能の維持又は向上を目指し、理学

療法、作業療法その他必要なリハビリテーシ

ョンを行うことにより、利用者の心身の機能

の維持回復を図るものでなければならない。

第136条 指定居宅サービスに該当する通所リ

ハビリテーション（以下「指定通所リハビリ

テーション」という。）の事業は、要介護状

態となった場合においても、その利用者が可

能な限りその居宅において、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう               、理学

療法、作業療法その他必要なリハビリテーシ

ョンを行うことにより、利用者の心身の機能

の維持回復を図るものでなければならない。

第137条～第139条 （略） 第137条～第139条 （略） 

（指定通所リハビリテーションの具体的取扱方

針） 

（指定通所リハビリテーションの具体的取扱方

針） 

第140条 （略） 第140条 （略） 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 指定通所リハビリテーション事業者は、

リハビリテーション会議の開催により、リ

ハビリテーションに関する専門的な見地か

ら利用者の病状、心身の状況、希望及び置

かれている環境に関する情報を構成員と共

有するよう努め、利用者に対し、適切なサ

ービスを提供すること。 

(新設) 

（通所リハビリテーション計画の作成） （通所リハビリテーション計画の作成） 

第141条 （略） 第141条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 指定通所リハビリテーション事業者が指定

訪問リハビリテーション事業者の指定を併せ

て受け、かつ、リハビリテーション会議（医

師が参加した場合に限る。）等を通じて、利

用者の病状、心身の状況、希望及び置かれて

いる環境に関する情報を構成員と共有し、訪

問リハビリテーション及び通所リハビリテー

ションの目標並びに当該目標を達成するため

の具体的なサービスの内容について整合性の

とれた通所リハビリテーション計画を作成し

た場合には、第86条第１項から第４項までに

規定する運営に関する基準を満たすことをも

って、第１項から第４項までに規定する基準

を満たしているものとみなすことができる。

（新設） 

第142条～第164条 （略） 第142条～第164条 （略） 

第165条 （略） 第165条 （略） 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者の

状況又は利用者の家族等の事情により、指定

居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等基

準第２条第１項に規定する指定居宅介護支援

（新設） 
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事業所をいう。）の介護支援専門員が緊急に

指定短期入所生活介護を受けることが必要と

認めた者に対し居宅サービス計画において位

置付けられていない指定短期入所生活介護を

提供する場合において、当該利用者及び他の

利用者の処遇に支障がないときは、前項の規

定にかかわらず、同項各号に掲げる利用者数

を超えて、静養室において指定短期入所生活

介護を行うことができるものとする。 

第166条～第181条 （略） 

（指定通所介護事業所等との併設） 

第182条 基準該当居宅サービスに該当する短

期入所生活介護又はこれに相当するサービス

（以下「基準該当短期入所生活介護」という。）

の事業を行う者（以下「基準該当短期入所生

活介護事業者」という。）が当該事業を行う

事業所（以下「基準該当短期入所生活介護事

業所」という。）は、指定通所介護事業所、

   指定認知症対応型通所介護事業所（指

定地域密着型サービス基準第52条第１項に規

定する指定認知症対応型通所介護事業所をい

う。）若しくは指定小規模多機能型居宅介護

事業所（指定地域密着型サービス基準第63条

第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介

護事業所をいう。）又は社会福祉施設（以下

「指定通所介護事業所等」という。）に併設

しなければならない。 

第183条～第187条 （略） 

（準用） 

第188条 第10条から第14条まで、第17条、第20

条、第22条、第27条、第34条から第37条まで、

第38条（第５項及び第６項を除く。）、第39

条から第41条まで、第56条、第108条、第110

条、第111条、第147条並びに第４節（第154

条第１項及び第168条を除く。）の規定は、基

準該当短期入所生活介護の事業について準用

する。この場合において、第20条第１項中「内

容、当該指定訪問介護について法第41条第６

項の規定により利用者に代わって支払を受け

る居宅介護サービス費の額」とあるのは「内

容」と、第22条中「法定代理受領サービスに

該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準

該当短期入所生活介護」と、第34条中「訪問

介護員等」とあるのは「短期入所生活介護従

業者」と、第108条中「通所介護従業者」とあ

るのは「短期入所生活介護従業者」と、第154

条第２項中「法定代理受領サービスに該当し

ない指定短期入所生活介護」とあるのは「基

準該当短期入所生活介護」と、同条第３項中

「前２項」とあるのは「前項」と、第160条中

「医師及び看護職員」とあるのは「看護職員」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第166条～第181条 （略） 

（指定通所介護事業所等との併設） 

第182条 基準該当居宅サービスに該当する短

期入所生活介護又はこれに相当するサービス

（以下「基準該当短期入所生活介護」という。）

の事業を行う者（以下「基準該当短期入所生

活介護事業者」という。）が当該事業を行う

事業所（以下「基準該当短期入所生活介護事

業所」という。）は、指定通所介護事業所若

しくは指定認知症対応型通所介護事業所（指

定地域密着型サービス基準第52条第１項に規

定する指定認知症対応型通所介護事業所をい

う。）                  

                    

                    

         又は社会福祉施設（以下

「指定通所介護事業所等」という。）に併設

しなければならない。 

第183条～第187条 （略） 

（準用） 

第188条 第10条から第14条まで、第17条、第20

条、第22条、第27条、第34条から第37条まで、

第38条（第５項及び第６項を除く。）、第39

条から第41条まで、第56条、第108条、第110

条、第111条、第147条並びに第４節（第154

条第１項及び第168条を除く。）の規定は、基

準該当短期入所生活介護の事業について準用

する。この場合において、第20条第１項中「内

容、当該指定訪問介護について法第41条第６

項の規定により利用者に代わって支払を受け

る居宅介護サービス費の額」とあるのは「内

容」と、第22条中「法定代理受領サービスに

該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準

該当短期入所生活介護」と、第34条中「訪問

介護員等」とあるのは「短期入所生活介護従

業者」と、第108条中「通所介護従業者」とあ

るのは「短期入所生活介護従業者」と、第154

条第２項中「法定代理受領サービスに該当し

ない指定短期入所生活介護」とあるのは「基

準該当短期入所生活介護」と、同条第３項中

「前２項」とあるのは「前項」と、第160条中

「医師及び看護職員」とあるのは「看護職員」
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と、第165条第２項中「静養室」とあるのは「静

養室等」と読み替えるものとする。 

第189条～第216条 （略） 

第217条 （略） 

２ （略） 

（削除） 

                      

                     

 

（従業者の員数） 

第218条 （略） 

２ （略） 

(1) （略） 

(2) （略） 

ア 看護職員及び介護職員 常勤換算方法

で、利用者の数及び介護予防サービスの

利用者の数に10分の３を乗じて得た数の

合計数               

                     

                  

                 が３又はその端

数を増すごとに１以上        

                  

                  

                

イ・ウ（略） 

(3)・(4) （略） 

３～６ （略） 

７ 第１項第４号及び第２項第４号の計画作

成担当者は、専らその職務に従事する介護

支援専門員であって、特定施設サービス計

画（第２項に規定する場合にあっては、特

定施設サービス計画及び介護予防特定施設

サービス計画（法第８条の２第９項に規定

する計画をいう。第240条第６項において 

同じ。））の作成を担当する者として適当

と認められるものとする。ただし、利用者

（第２項に規定する場合にあっては、利用

者及び介護予防サービスの利用者）の処遇

に支障がない場合は、当該特定施設におけ

る他の職務に従事することができるものと

する。 

８ （略） 

第219条～第222条 （略） 

 

 

第223条 削除               

 

と                   

      読み替えるものとする。 

第189条～第216条 （略） 

第217条 （略） 

２ （略） 

３ 養護老人ホームが指定特定施設入居者生活

介護の事業を行う場合には、第５節に規定す

る外部サービス利用型指定特定施設入居者生

活介護の事業を行うこととする。 

（従業者の員数） 

第218条 （略） 

２ （略） 

(1) （略） 

(2) （略） 

ア 看護職員及び介護職員 常勤換算方法

で、利用者  及び介護予防サービスの

利用者のうち要介護認定等に係る介護認

定審査会による審査及び判定の基準等に

関する省令（平成11年厚生省令第58号）

第２条第１項第２号に規定する要支援状

態区分に該当する者の数が３又はその端

数を増すごとに１以上並びに介護予防サ

ービスの利用者のうち同項第１号に規定

する要支援状態区分に該当する者の数が

10又はその端数を増すごとに１以上 

イ・ウ（略） 

(3)・(4) （略） 

３～６ （略） 

７ 第１項第４号及び第２項第４号の計画作

成担当者は、専らその職務に従事する介護

支援専門員であって、特定施設サービス計

画（第２項に規定する場合にあっては、特

定施設サービス計画及び介護予防特定施設

サービス計画（法第８条の２第11項に規定

する計画をいう。第240条第６項において 

同じ。））の作成を担当する者として適当

と認められるものとする。ただし、利用者

（第２項に規定する場合にあっては、利用

者及び介護予防サービスの利用者）の処遇

に支障がない場合は、当該特定施設におけ

る他の職務に従事することができるものと

する。 

８ （略） 

第219条～第222条 （略） 

（法定代理受領サービスを受けるための利用者

の同意） 

第223条 老人福祉法第29条第１項に規定する

有料老人ホームである指定特定施設において

指定特定施設入居者生活介護（利用期間を定

めて行うものを除く。以下この条において同

じ。）を提供する指定特定施設入居者生活介
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第224条～第235条 （略） 

（記録の整備） 

第236条 （略） 

２ （略） 

(1)～(7) （略） 

（削除）  

第237条～第246条 （略） 

（記録の整備） 

第247条 （略） 

２ （略） 

(1)～(9) （略） 

（削除） 

（準用） 

第248条 第12条、第13条、第22条、第27条、

第34条から第41条まで、第55条、第56条、

第110条、第111条、第222条、第224条から

第227条まで、第230条、第231条及び第233

条から第235条までの規定は、外部サービス

利用型指定特定施設入居者生活介護の事業

について準用する。この場合において、第

34条中「訪問介護員等」とあるのは「外部

サービス利用型特定施設従業者」と、第35

条中「指定訪問介護事業所」とあるのは「指

定特定施設及び受託居宅サービス事業所」

と、第55条中「訪問入浴介護従業者」とあ

るのは「指定特定施設の従業者」と、第224

条第２項中「指定特定施設入居者生活介護

を」とあるのは「基本サービスを」と、第

227条第３項及び第６項中「他の特定施設従

業者」とあるのは「他の外部サービス利用

型特定施設従業者及び受託居宅サービス事

業者」と、第233条中「指定特定施設入居者

生活介護」とあるのは「基本サービス」と

読み替えるものとする。 

護事業者は、当該指定特定施設入居者生活介

護を法定代理受領サービスとして提供する場

合には、利用者の同意がその条件であること

を当該利用者に説明し、その意思を確認しな

ければならない。 

第224条～第235条 （略） 

（記録の整備） 

第236条 （略） 

２ （略） 

(1)～(7) （略） 

(8) 省令第64条第３号に規定する書類 

第237条～第246条 （略） 

（記録の整備） 

第247条 （略） 

２ （略） 

(1)～(9) （略） 

(10) 省令第64条第３号に規定する書類 

（準用） 

第248条 第12条、第13条、第22条、第27条、

第34条から第41条まで、第55条、第56条、

第110条、第111条、第222条     から

第227条まで、第230条、第231条及び第233

条から第235条までの規定は、外部サービス

利用型指定特定施設入居者生活介護の事業

について準用する。この場合において、第

34条中「訪問介護員等」とあるのは「外部

サービス利用型特定施設従業者」と、第35

条中「指定訪問介護事業所」とあるのは「指

定特定施設及び受託居宅サービス事業所」

と、第55条中「訪問入浴介護従業者」とあ

るのは「指定特定施設の従業者」と、第224

条第２項中「指定特定施設入居者生活介護

を」とあるのは「基本サービスを」と、第

227条第３項及び第６項中「他の特定施設従

業者」とあるのは「他の外部サービス利用

型特定施設従業者及び受託居宅サービス事

業者」と、第233条中「指定特定施設入居者

生活介護」とあるのは「基本サービス」と

読み替えるものとする。 

第249条～第257条 （略） 第249条～第257条 （略） 

（適切な研修の機会の確保並びに福祉用具専門

相談員の知識及び技能の向上等） 

（適切な研修の機会の確保         

              ） 

第258条 （略） 第258条 （略） 

２ 福祉用具専門相談員は、常に自己研鑽
さん

に励

み、指定福祉用具貸与の目的を達成するため

に必要な知識及び技能の修得、維持及び向上

に努めなければならない。 

（新設） 

 

第259条～第276条 （略） 第259条～第276条 （略） 

 


